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4億 3677.7 万円で 37 件、山形県 1億 1083.1








億 4908 万円、193 件、青森県 125 億 1499.8
万円、102件、宮城県27億 1943.4万円、37件、





























































































































































































































































































総事業費 1億 3658.7 万円、交付金額同額、
電源地域振興・産業基盤整備支援事業、総事
業費4億 2655.4 万円、交付金額同額、福島
空港バージョン・アップ広報・誘客事業、総
事業費7404万円、交付金額同額、企業誘客
活動・広報強化事業、総事業費1818.4万円、
交付金額1737万円、高度 IT人材育成事業、
総事業費4428万円、交付金額同額、グリー
ンプロジェクト支援事業、総事業費3428.3
万円、交付金額3095.4 万円、三県共同研究
事業、総事業費2566.2万円、交付金額同額、
種苗生産研究用揚水施設等整備事業、総事業
費5215.4 万円、交付金額同額、内水面水産
試験場施設機器整備事業、総事業費321.9万
円、交付金額321.8万円、光ファイバ通信基
盤整備促進事業、総事業費17万 7060円、交
付金額同額、IT関連産業を支えるヒューマ
ンリソース（人的基盤）強化事業、総事業費
599.9 万円、交付金額同額、電源地域振興・
「スポーツの里」づくり事業、総事業費949.3
万円、交付金額同額、地域の魅力クローズアッ
プ事業、総事業費1448.7万円、交付金額同額、
携帯電話不通話地域解消事業、総事業費2億
271.7万円、交付金額同額、尾瀬遊歩道整備
事業、総事業費 4993万円、交付金額同額、
新事業創出プロジェクト研究事業、総事業費
3949.7 万円、交付金額3837.3 万円、地域活
性化共同研究開発事業、総事業費3100.7 万
円、交付金額2839.6 万円等である。新潟県
も東北電力の供給エリアであり、電源立地地
域であるので、優れた企業導入・産業活性化
事業や地域活性化対策事業があるがここでは
省略することにする。
　以上のように東北地方の代表的な電源立地
地域の成功例を紹介したが、全国的には電気
のふるさとの成功事例がある。電源地域の振
興を図るために、平成2年7月に設立された
財団法人電源地域振興センターが中心となっ
て、産業育成のための研修、マーケティング
支援等とともに、企業ニーズに応えて、用地
情報の提供や、立地企業への補助金交付等を
通じて電源地域の自治体の振興等を展開して
いるのである。このように電源立地地域対策
交付金の用途については、発電用施設立地自
治体の地域振興にとって必要不可欠な公共用
施設の整備及び地域活性化事業に充当出来る
唯一の事業交付金の制度として利活用され貴
重な地方の財源となっているといえるのであ
る。
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